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ＩＯＣ倫理規定〔抄〕 

                                                           １９９９．６．２０ 

国際オリンピック委員会 

 

 

Ａ 尊 厳    

１ 個人の尊厳を守ることは、オリンピズム

の根本要件である。 

２ 人種、性別、民族、宗教、思想、政治的

見解、婚姻状況またはその他の根拠に基づ

き、参加者を差別することがあってはなら

ない。 

３ 参加者に対し、いかなる身体的および精

神的障害をもたらす行為も許容されない。

ドーピングは、いかなるものであれ厳密に

禁じられる。オリンピック・ムーブメント

アンチ・ドーピング規程中の反ドーピング

条項は、厳しく遵守されなければならない。 

４ 参加者に対する身体的、精神的、職業的、

性的な嫌がらせは、すべて禁じられる。 

５ オリンピック関係者は選手の身体的、精

神的なバランスのための安全、福利、医療

ケアの条件を保証する。 

 

Ｂ 高 潔    

１ オリンピック関係者またはその代理人は、

オリンピック競技大会の開催に関連し、いか

なる性質であれ、秘密の報酬、手数料、手当、

サービスを直接または間接的に懇請、受領ま

たは提供してはならない。 

２ オリンピック関係者は、尊敬または友情

の印として、地元の慣習に従ったごくわず

かな価値の贈り物のみ受け取ることができ

る。その他の贈り物はすべて、受領者が所

属する組織に提出するものとする。 

３ オリンピック関係者のメンバーおよびス

タッフ、およびこれに随行する者に対する

歓待は、開催国における一般的な基準を超

えるものであってはならない。 

４ オリンピック関係者は、自らが所属する

組織およびオリンピック・ムーブメント内

の組織間において、いかなる利害の衝突も

避けなければならない。万一利害の衝突が

生じた場合、または利害の衝突が生じる危

険性がある場合には、当該組織はＩＯＣ理

事会にこれを通知し、同理事会が適切な処

置を講じるものとする。 

５ オリンピック関係者は、相応の注意をも

って自らの使命を果たさなければならず、

オリンピック・ムーブメントの評判を汚す

ような行為をおこなってはならない。 

６ オリンピック関係者は、オリンピック憲

章および本規程に定める原則に反する活動

をおこなっている企業または人物と関与し

てはならない。 

７ オリンピック関係者は、ＩＯＣの機関内

において、特定の方法で投票または介入を

おこなうよう指示を与えたり受けたりして

はならない。 

 

Ｃ 資 金     

１ オリンピック関係者の資金は、オリンピ

ックの目的にのみ使用するものとする。 

２ オリンピック関係者の収入および支出は、

一般に認められている会計原理に基づいて

維持される帳簿に記録するものとする。こ

れらの帳簿は、独立した会計監査人による

監査を受けるが、ＩＯＣ理事会が指名する

専門家による監査を受ける場合もある。 

３ オリンピック関係者は、放送会社、スポ

ンサー、パートナーおよびその他のスポー

ツ・イベント・サポーターが、オリンピッ

ク競技大会の発展および威信のために、 

世界中で多大な貢献を果たしていることを
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認識する。ただし、このようなサポートは、

競技規則、およびオリンピック憲章および

本規程に定める原則を満たす形でおこなわ

れなければならず、、スポーツ機関の運営

を妨げるものであってはならない。競技大

会の組織、運営の全責任は、ＩＯＣが承認

した独立競技団体に与えられるものとする。 

 

Ｄ 候補都市 

１ オリンピック関係者は、オリンピック競

技大会の普遍性および政治的中立の原則に

したがい、国家機関と調和の取れた関係を

維持しなければならない。ただし、オリン

ピック理念を導いた人道、友愛および個人

の尊重の精神は、オリンピック競技大会開

催国の政府に対し、オリンピック憲章およ

び本規程に定める原則を誠意を持って尊重

することを求めるものである。 

２ オリンピック関係者は、自らが属する国

において、公人としての役割を自由に果た

すことができる。ただし、オリンピック憲

章および本規程に定められた原則および規

則に反する行動を取ったり、それに反する

イデオロギーに従うことは認められない。 

３ オリンピック関係者は、自らが開催する

あらゆるイベントに際し環境保護に努め、

オリンピック競技大会においては、一般的

に認められた環境保護基準を奨励するもの

とする。 

 

Ｅ 国との関係 

１ オリンピック関係者は、オリンピック競

技大会の普遍性および政治的中立の原則に

したがい、国家機関と調和の取れた関係を

維持しなければならない。ただし、オリン

ピック理念を導いた人道、友愛および個人

の尊重の精神は、オリンピック競技大会開

催国の政府に対し、オリンピック憲章およ

び本規程に定める原則を誠意を持って尊重

することを求めるものである。 

２ オリンピック関係者は、自らが属する国

において、公人としての役割を自由に果た

すことができる。ただし、オリンピック憲

章および本規程に定められた原則および規

則に反する行動を取ったり、それに反する

イデオロギーに従うことは認められない。 

３ オリンピック関係者は、自らが開催する

あらゆるイベントに際し環境保護に努め、

オリンピック競技大会においては、一般的

に認められた環境保護基準を奨励するもの

とする。 

 

Ｆ 機密性 

  オリンピック関係者は、機密として与え

られた情報を開示してはならない。情報の

開示は私利私欲のためであってはならず、

またいかなる人物または組織の評判を故意

に傷つけるためにおこなってもならない。 

 

Ｇ 実 施    

１ オリンピック関係者は、オリンピック憲

章および本規程に定められた原則および規

則が確実に適用されるようにするものとす

る。 

２ 本規程に対する違反があった場合、オリ

ンピック関係者は倫理委員会に報告するも

のとする。 

３ 倫理委員会は年に一度、ＩＯＣ会長およ

び理事会に対し、本規程の適用に関する報

告書を提出し、規則違反があった場合には

報告書の中で必ず言及するものとする。委

員会はＩＯＣ理事会に対し、責任者に対し

て取るべき制裁措置を提案するものとする。 

４ 倫理委員会は、本規程の実施に関する条

項を定めることができる。 

（「スポーツ関係六法２００８」より） 

 


